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年利、％

2017/5　①6.25％　②6.57％　③6.66％

（月末値）
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実質ＧＤＰ成長率
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不動産賃料
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（注）ﾑﾝﾊﾞｲ中央ﾋﾞｼﾞﾈｽ地区における平方ﾌｨｰﾄ当たり月額賃料。

グラフで見るインド経済 2017 年６月号（Ｎｏ．９０） 

インド経済は成長率が鈍化した。２０１７年１～３月期の実質ＧＤＰ（国内総生産）は前年比+６．１％と、成長率

が前期（同+７．０％）を下回った。政府支出が増勢を強めたが、ＧＤＰの６割近くを占める個人消費が減速し、総固

定資本形成が減少に転じたことも成長率を押し下げた。これは高額紙幣の廃止に伴う混乱が影響したと考えられ

る。一方、４月以降の月次指標は景気が改善していることを示唆している。すなわち、４月の新車販売台数は７か

月ぶりの高い伸びとなり、また４～５月の製造業ＰＭＩの平均値（５２．１）も１～３月平均（５１．２）を上回った。 

【今月のトピック：「一帯一路」の国際会議への参加を拒否】 ５月１４～１５日に北京で開催された「一帯一路」構想に関する

国際会議への出席をインド首脳はボイコットした。パキスタンと領有権の争いのある「中パ経済回廊」が今回の構想に含ま

れていることへの反発が理由である。インド政府関係者によると、「中パ経済回廊」は経済的な合理性がなく、もっぱら中パ

両政府の外交関係を強化することがねらいだとされる。一方、「一帯一路」構想を巡っては、２０１７年から２０２１年の間に

インドに１，０００億ドル規模の投資の恩恵をもたらすとの見方もあり、インド政府の対応は賛否両論を巻き起こしている。 

（出所）インド準備銀行、インド統計・計画実施省、ＯＥＣＤ、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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鉱工業生産指数
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(注)日経/マークイット発表。
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（注）各構成項目は全体の上昇率（総合）への寄与度を意味する。

グラフで見るインド経済 2017 年６月号 

（出所）インド統計・計画実施省、インド商工省・同経済諮問部・同通商情報統計局、インド自動車工業会、インド準備銀行、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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